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2021年度 

（2021 年 4月１日から 2022 年 3 月 31 日まで） 

 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

 

大 和 工 業 株 式 会 社 

 

 

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、 

法令および当社定款第 15条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.yamatokogyo.co.jp/yamato/yamato1/investors/shm.html）に掲載する 

ことにより皆様に提供しております。 



連 結 注 記 表 

【記載金額】 

百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
 
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 ９社 

ヤマトスチール株式会社、大和軌道製造株式会社、ヤマトコウギョウアメリカ・インク、ヤマト

ホールディングコーポレーション、ヤマトコウギョウ（ユー・エス・エー）コーポレーション、ヤマ

ト・コリア・ホールディングスカンパニーリミテッド、サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミ

テッド、大和商事株式会社、株式会社松原テクノ 

（２）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社はありません。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 
 
２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用関連会社数 ７社 

ニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・スチール・アソシエイツLLC、スルブ

カンパニーBSC(c)、ユナイテッド・スチールカンパニー（“スルブ”）Bahrain Venture Co.W.L.L.、

ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLC、ポスコ・ヤマト・ビナ・スチールジョ

イントストックカンパニー、ワイケー・スチールコーポレーション 

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（姫路鉄鋼リファイン株式会社及び株式会社

吉美他）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

（３）持分法適用関連会社ニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・スチール・アソシ

エイツLLC、スルブカンパニーBSC(c)、ユナイテッド・スチールカンパニー（“スルブ”）Bahrain 

Venture Co.W.L.L、ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLC、ポスコ・ヤマト・

ビナ・スチールジョイントストックカンパニー及びワイケー・スチールコーポレーションの決算日

（12月31日）と連結決算日との差異が３か月を超えないため、当該決算日に係る計算書類を基礎と

して連結計算書類を作成しております。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ヤマトコウギョウアメリカ・インク、ヤマトホールディングコーポレーション、

ヤマトコウギョウ（ユー・エス・エー）コーポレーション、ヤマト・コリア・ホールディングスカンパニ

ーリミテッド及びサイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドの決算日（12月31日）と連結決算

日との差異が３か月を超えないため、当該決算日に係る計算書類を基礎として、連結計算書類を作成し

ております。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ア．満期保有目的の債券 

償却原価法 

イ．その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの‥‥ 時価法によっております。 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等‥‥‥‥‥‥‥ 主として移動平均法による原価法によっております。 

②デリバティブ 

時価法によっております。 

③棚卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

製 品‥‥ 総平均法によっております。 

なお、軌道用品及び重工加工品については個別法によっております。 

半製品‥‥ 総平均法によっております。 

原材料‥‥ 総平均法によっております。 

仕掛品‥‥ 軌道用品及び重工加工品については個別法、その他は総平均法によっております。 

貯蔵品‥‥ ロール及び機械取替部品については個別法、その他は総平均法によっております。 

(ただし、連結子会社サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドの原材料及び貯蔵品につ

いては移動平均法によっております。） 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

     当社及び国内連結子会社は主として定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま 

す。 

   （ただし、当社及び国内連結子会社の建物及び構築物については主として定額法を採用しており 

ます。） 

 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建 物 及 び 構 築 物‥‥７～60年 

   機械装置及び運搬具‥‥２～20年 

   工具、器具及び備品‥‥２～10年 

 

  ②無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５～10年）に基づいて 

おります。 

   

  ③リ ー ス 資 産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

また、一部の在外関係会社は、IFRS第16号「リース」を適用し、リースの借手については、原則と

してすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しており、資産に計上された使用権資

産については、使用権資産の耐用年数又はリース期間のいずれか短い期間を耐用年数とし、定額法

を採用しております。 

なお、これらのリース資産及び使用権資産は、有形固定資産のその他に含めております。 

 

 



（３）重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金‥‥ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金‥‥ 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額により計上してお

ります。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定額

法により費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(12年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。 

 

（６）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、12年間で均等償却することとしております。 

なお、金額に重要性がない場合は、発生時に一括償却しております。 

 

（７）収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。 

当社グループは主に形鋼製品の製造及び販売を行っております。これら製品の販売については、

当社が顧客に製品を引き渡した時点で顧客が製品に対する支配を獲得し履行義務が充足されると判

断しており、製品の引渡時に収益を認識しております。また、輸出販売については、主にインコタ

ームズ等で定められた貿易条件に基づき、リスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しており

ます。 

対価については、履行義務の充足時点から概ね４ヶ月以内に支払いを受けております。なお、重

大な金融要素は含んでおりません。 

また、軌道用品については、当該製品の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間であるため、

収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30号）第98項に定める代替的な取

扱いを適用し、製品の出荷時点で収益を認識しております。 

 

 

 

 

 

 

 



（８）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

②連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)にお

いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制

度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税

効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号  2020年３月31日）第３項の取扱いによ

り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号  2018年２月16日）

第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に

基づいております。 

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方

法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８月12日）を適用する予

定であります。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響

もありません。 

収益認識会計基準等の適用により、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」にそれぞれ区分表示

しております。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書

類に与える影響はありません。 

また、【金融商品に関する注記】において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注

記を行っております。 

 
【会計上の見積りに関する注記】 

 該当事項はありません。 

 
 
 
 
 

 

 

 



【連結貸借対照表に関する注記】 

１．有形固定資産の減価償却累計額 116,031百万円 

  

２．担保資産及び担保付債務  

担保に供している資産は次のとおりです。  
 

建 物 及 び 構 築 物  670百万円 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  0百万円 

土 地  3,724百万円 

投 資 有 価 証 券 ( 注 )  28,105百万円 

合 計  32,500百万円 
 

（注）当社はスルブカンパニーBSC（c）の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当連

結会計年度末残高49百万米ドル）に対し、当社が保有する全ての同社株式の担保提供

を行っております。 
 

なお、担保付債務はありません。 

 

３．偶発債務 
 

保 証 先 金  額 内    容 

ユナイテッド・スルブカンパニー 
（“サウジスルブ”）LLC 

（関連会社で持分法適用会社） 
1,199百万円 金融機関からの借入金等に対する債務保証 

スルブカンパニーBSC（c） 
（関連会社で持分法適用会社）

（注） 
11,016百万円 金融機関からの借入金等に対する債務保証 

  
（注）当社はスルブカンパニーBSC（c）の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当連結会計年度末残

高49百万米ドル）に対し、当社持分（49％）に応じた債務保証を行っております。また、同社の金融機

関からの運転資金借入契約枠200百万米ドル（当連結会計年度末残高133百万米ドル）に対して、当社

持分に応じた債務保証を行っております。 

なお、当社は同社と融資枠契約49百万米ドルを締結しておりますが、当連結会計年度末の当該融資

残高はありません。 

 

【連結損益計算書に関する注記】 

（公正取引法関連損失引当金繰入額） 

韓国公正取引委員会が、韓国調達庁が発注した鉄筋年間単価契約の入札において、同国の独占規制及び

公正取引に関する法律（以下、公正取引法）に違反する行為があったとして、韓国の鉄鋼会社に対して審

査報告書（以下、報告書）を送付し、当社の持分法適用関連会社であるワイケー・スチールコーポレーシ

ョン（以下、YKS）においても報告書を受領いたしました。YKSは韓国公正取引委員会に意見書を提出して

おりますが、今後、課徴金の支払いが生じる可能性があることから、その損失額を見積り、当連結会計年

度において410百万円（42億57百万ウォン）の損失引当を行っております。これに関して、本件が、当社

グループがDaehan Steel Co., Ltd.（以下、大韓製鋼社）へYKS株式を譲渡する前の期間を対象とした公

正取引法関連案件であることから、当社グループのYKSへの出資比率相当の123百万円を持分法による投

資利益のマイナスとして計上するとともに、大韓製鋼社との株式譲渡契約の特別補償条項に照らし、当社

グループの負担額を公正取引法関連損失引当金繰入額248百万円として特別損失に計上しております。 

  



【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 

株 式 数 
（株） 

当連結会計年度 
増加株式数 
（株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（株） 

当連結会計年度末 
株 式 数 
（株） 

普通株式 67,670,000 ― 2,670,000 65,000,000 

  

２．自己株式に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 

株 式 数 
（株） 

当連結会計年度 
増加株式数 
（株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（株） 

当連結会計年度末 
株 式 数 
（株） 

普通株式 1,987,442 2,008,951 2,683,178 1,313,215 

  （変動事由の概要） 

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得による増加 2,008,902株 

単元未満株式の買取りによる増加 49株 

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 13,178株 

自己株式の消却による減少 2,670,000株 

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 
 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2021年６月29日 
定時株主総会 普通株式 2,618 40 2021年３月31日 2021年６月30日 

2021年10月29日 
取締役会 普通株式 3,868 60 2021年９月30日 2021年12月10日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

2022年６月29日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 6,346 100 2022年３月31日 2022年６月30日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に鉄鋼製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、資金が必要

な場合には、主に銀行借入により調達する方針としております。一時的な余資は安全性の高い金融資

産で運用し、また、短期的な運転資金が必要な場合には、主に銀行借入により調達する方針としてお

ります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての

営業債権及び貸付金は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、市場価格の変動リ

スクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨

建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、外貨建債権債務及び外貨建予定取引について為替の変動リスクを回避する目

的で利用しております。また、利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引であり、

為替の変動リスクに晒されております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社グループは、営業債権について、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度

の高い金融機関と取引を行っております。 

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対するヘッジを目的と

した為替予約等を利用しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、資金担当部門が決裁権限者の承認を得て行っております。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しておりま

す。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(※２)を参

照ください）。 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円) 
時価 

（百万円) 
差額 

（百万円) 

（１）有価証券及び投資有価証券    

    ①満期保有目的の債券 337 336 △0 

    ②その他有価証券 11,422 11,422 － 

（２）関係会社長期貸付金 23,067   

   貸倒引当金(※４) △227   

   差引 22,840 22,840 － 

（３）長期預金 23,660 23,660 － 

資産計 58,260 58,260 △0 

デリバティブ取引(※５) (18) (18) － 

(※１)「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。 

(※２)市場価格のない株式等は、「（１）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円) 

 非上場株式 44,247 

 出資金 78,826 

合計 123,074 

(※３)連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資について

は含めておりません。当該出資の連結貸借対照表計上額は268百万円であります。 

(※４)関係会社長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※５)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で示しております。 

 

（注１）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
（百万円) 

１年超 
５年以内 
（百万円) 

５年超 
10年以内 
（百万円) 

10年超 
（百万円) 

 現金及び預金 99,717 － － － 

 受取手形 129 － － － 

 売掛金 25,015 － － － 

 有価証券及び投資有価証券     

   満期保有目的の債券(公社債) 20 168 133 － 

関係会社長期貸付金 － 23,067 － － 

長期預金 － 23,660 － － 

合計 124,882 46,896 133 － 

 

 

 

 

 



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される 

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時 

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価(百万円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 10,049 － － 10,049 

その他 － 1,373 － 1,373 

デリバティブ取引     

 通貨関連 － － － － 

資産計 10,049 1,373 － 11,422 

デリバティブ取引     

 通貨関連 － △18 － △18 

負債計 － △18 － △18 

 

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価(百万円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

 満期保有目的の債券     

  公社債 － 336 － 336 

関係会社長期貸付金 － 22,840 － 22,840 

長期預金 － 23,660 － 23,660 

資産計 － 46,837 － 46,837 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

上場株式及び公社債は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は、活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１に分類しております。また、公社債は、市場での取引頻度が低

く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２に分類しております。

その他に分類されておりますファンドについては、その資産を相場価格を用いて評価しており、そ

の時価をレベル２に分類しております。 

 

 

 

 



関係会社長期貸付金 

関係会社長期貸付金の時価は、その将来キャッシュ・フローと市場金利を基に割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、上記の評価方法による算定結果は、

帳簿価額にほぼ等しいといえることから当該帳簿価額をもって時価としております。 

 

長期預金 

長期預金の時価は、その将来キャッシュ・フローと預金利率を基に割引現在価値法により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。なお、上記の評価方法による算定結果は、帳簿価額

にほぼ等しいといえることから当該帳簿価額をもって時価としております。 

 

デリバティブ取引 

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 
 

【賃貸等不動産に関する注記】 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

 韓国の連結子会社であるヤマト・コリア・ホールディングスカンパニーリミテッドは、同国の持分法適

用関連会社であるワイケー・スチールコーポレーションに工場用地を賃貸しております。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

                                     （単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 時価 

9,429 38,364 

（注）期末の時価は、現地の鑑定人による不動産鑑定評価書に基づいております。 

ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映してい

ると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金

額によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【収益認識に関する注記】 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(単位:百万円) 

 報告セグメント 
その他 

(注) 
合計 鉄鋼事業 

(日本) 

鉄鋼事業 

(タイ) 

軌道用品 

事業 
計 

日本 56,583 － 6,843 63,427 2,727 66,155 

アジア 770 76,237 335 77,343 315 77,659 

その他 － 6,215 － 6,215 － 6,215 

外部顧客への 

売上高 
57,354 82,452 7,179 146,986 3,043 150,029 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、カウンターウエイトの製

造・販売、運送、医療廃棄物処理、不動産事業等を含んでおります。 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に

関する注記等】 ４ 会計方針に関する事項 (７) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。   

 

３．当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

顧客との契約から生じた債権の残高   

(単位：百万円) 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 17,616 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 25,144 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額 5,501円16銭 

１株当たり当期純利益 618円62銭 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

 該当事項はありません。 

 

【その他の注記】 

 該当事項はありません。 

 



個 別 注 記 表 

【記載金額】 

百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び 

関連会社株式‥‥ 移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの‥‥ 時価法によっております。 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等‥‥‥‥‥‥‥ 主として移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建 物‥‥ 主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は15～47年であります。 

構 築 物‥‥ 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は15～45年であります。 

機 械 及 び 装 置‥‥ 定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は９～15年であります。 

車 両 及 び 運 搬 具‥‥ 定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は２～６年であります。 

工具、器具及び備品‥‥ 定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は５～８年であります。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて 

おります。 

 

（３）リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

   なお、これらのリース資産は、有形固定資産のその他に含めております。 

  

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

（２）賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額により計

上しております。 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３）退職給付引当金‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。 
 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理して
おります。 
 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、子会社及び関連会社との間で技術援助契約及び業務委託契約を締結しております。技術援
助契約に関しては、海外子会社及び関連会社に対して、工場の操業や技術に関する知的財産へのアク
セス権を供与していることから、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断しております。その
ため、これら契約に係る収益については、売上高等に基づいて算定した金額又は対価を契約期間で按
分した金額で認識しております。また、業務委託契約に関しては、国内子会社に対する経理及び人事
等の間接部門業務サービス等を提供しており、当該サービス等を提供するにつれて履行義務が充足さ
れると判断しております。そのため、サービスの提供に応じて収益を認識しております。 

 
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（１）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 
（２）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度
への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について
は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務
対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延
税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並

びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。 

  



【会計方針の変更に関する注記】 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年

度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、繰越利益剰余金の当期首残高への影響

もありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える

影響はありません。 

 
 

【会計上の見積りに関する注記】 

該当事項はありません。 
 
 
【貸借対照表に関する注記】 
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,185百万円 

 

２．担保資産及び担保付債務  

担保に供している資産は次のとおりです。 

     関係会社株式 (注） 28,105百万円 
 

（注）当社はスルブカンパニーBSC（c）の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当事業年度末残

高49百万米ドル）に対し、当社が保有する全ての同社株式の担保提供を行っております。 
 

なお、担保付債務はありません。 



３．偶発債務 

保 証 先 金  額 内    容 

ユナイテッド・スルブカンパニー 
（“サウジスルブ”）LLC 

（関連会社で持分法適用会社） 
1,199百万円 金融機関からの借入金等に対する債務保証 

スルブカンパニーBSC（c） 
（関連会社で持分法適用会社）

（注） 
11,016百万円 金融機関からの借入金等に対する債務保証 

 

（注）当社はスルブカンパニーBSC（c)の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当事業年度末残高49百

万米ドル）に対し、当社持分（49％）に応じた債務保証を行っております。また、同社の金融機関から

の運転資金借入契約枠200百万米ドル（当事業年度末残高133百万米ドル）に対して、当社持分に応じた

債務保証を行っております。 

なお、当社は同社と融資枠契約49百万米ドルを締結しておりますが、当事業年度末の当該融資残高

はありません。 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 724百万円 

長期金銭債権 2,677百万円 

 
 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

営業収益 22,609百万円 

営業費用の取引高 57百万円 

営業取引以外の取引高  

 受取利息 45百万円 

 支払利息 63百万円 

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

自己株式に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首 
株 式 数 
（株） 

当事業年度 
増加株式数 
（株） 

当事業年度 
減少株式数 
（株） 

当事業年度末 
株 式 数 
（株） 

普通株式 1,005,624 2,008,951 2,683,178 331,397 

 （変動事由の概要） 

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得による増加 2,008,902株 

単元未満株式の買取りによる増加 49株 

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 13,178株 

自己株式の消却による減少 2,670,000株 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産   

退職給付引当金  135百万円 

長期未払金  245百万円 

税務上の繰越欠損金  74百万円 

貸倒引当金  22百万円 

投資有価証券  53百万円 

その他  86百万円 

繰延税金資産小計  619百万円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額  △74百万円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  △184百万円 

評価性引当額小計  △259百万円 

繰延税金資産合計  360百万円 

   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △2,281百万円 

外貨建資産負債為替評価  △736百万円 

繰延税金負債合計  △3,017百万円 

繰延税金負債純額  △2,657百万円 

 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

法定実効税率 30.6％ 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △26.8％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％ 

海外子会社配当源泉税 2.0％ 

評価性引当額の増減 △0.1％ 

その他 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.8％ 
  

 

  



 

【関連当事者との取引に関する注記】 

１．子会社及び関連会社等   （単位：百万円） 
 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 ヤマトスチール（株） 所有 役員の兼任 資金の借入（注１） 37,560 関係会社 
8,270 

   直接100.00％  資金の返済 46,470 短期借入金 

    利息の支払（注１） 37 未払利息 ― 

子会社 大和軌道製造（株） 所有 役員の兼任 資金の借入（注１） 3,990 関係会社 
2,780 

   直接100.00％  資金の返済 1,210 短期借入金 

    利息の支払（注１） 7 未払利息 ― 

子会社 大和商事（株） 所有 役員の兼任 資金の借入（注１） 100 関係会社 
7,360 

   直接81.82％  資金の返済 ― 短期借入金 

  被所有  
利息の支払（注１） 18 未払利息 ― 

  直接1.86％  

子会社 
 

サイアム・ヤマト・スチー 
ルカンパニーリミテッド 

所有 
 直接64.18％ 

役員の兼任 
技術の援助 

技術料の受取（注２） 1,154 売掛金 151 

関連会社 
 
 
 

スルブカンパニーBSC（c） 
 
 
 

所有 
 直接49.00％ 
 
 

役員の兼任 
 
 
 

債務保証（注３）(注４） 11,016 ― ― 

担保の差入 ( 注３） 28,105 ― ― 

資金の貸付 ( 注５） ― 
関係会社  
長期貸付金 

22,240 

利息の受取 ( 注５） 43 長期未収利息 2,639 

関連会社 
 
 

ユナイテッド・スチールカ
ンパニー（“スルブ”）
Bahrain Venture Co.W.L.L. 

所有 
 直接49.00％ 
 

役員の兼任 
 
 

資金の貸付 ( 注６） ― 
関係会社  
長期貸付金 

599 

利息の受取 ( 注６） 1 長期未収利息 37 

関連会社 
 
 

ユナイテッド・スルブ 
カンパニー（“サウジスル
ブ”）LLC 

所有 
 間接49.00％ 
 

役員の兼任 
 
 

債 務 保 証 （ 注 ７ ） 1,199 ― ― 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の借入及び利息の支払については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、担保は差し出しておりません。 

（注２）技術料の受取については、技術援助契約に基づいて支払を受けております。 

（注３）スルブカンパニーBSC（c）の金融機関からの借入金に対し、当社持分に応じた債務保証と当社

が保有する全ての同社株式の担保提供を行っております。 

（注４）スルブカンパニーBSC（c）の金融機関からの運転資金借入金等に対し、債務保証を行ったもの

であります。 

（注５）スルブカンパニーBSC（c)に対する貸付金及び利息は、金融機関からの借入金に規定されている

条件の範囲において返済を受けることが可能な劣後ローンであります。 

また、利息については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれておりま

す。 

（注６）ユナイテッド・スチールカンパニー（“スルブ”）Bahrain Venture Co.W.L.L.に対する貸付金

であります。 

また、利息については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれておりま

す。 

（注７）ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLCの金融機関からの借入金等に対し、

債務保証を行ったものであります。 

  



 

２．役員及び個人主要株主等  （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称又は氏名 資本金又出資金 
事業の内容 
又は職業 

議 決 権 等 

の 所 有 

(被所有 )  
割合 (％ ) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を有して
いる会社等 

井上不動産有限会社（注１） 95 資産管理等 
(被所有) 
直接 7.11 

役員の兼任 自己株式の取得 3,218 ― ― 

（注１）当社の取締役会長である井上浩行氏の近親者が議決権のすべてを所有しております。 

（注２）当社は、2021年10月29日開催の取締役会の決議に基づき、井上不動産有限会社が保有する当社

普通株式1,000,000株を１株当たり3,218円にて、公開買付けの方法により取得しております。 

なお、１株当たりの買付価格は、当該取締役会決議日の前営業日までの過去１ヶ月間の東京証

券取引所市場第一部における当社普通株式の終値の単純平均値に対して、一定のディスカウン

ト率を乗じて決定しております。 

 

 

【収益認識に関する注記】 

収益を理解するための基礎となる情報は、「【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 ４．収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額 1,485円86銭 

１株当たり当期純利益 326円70銭 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

 

【連結配当規制適用会社に関する注記】 

当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。 

 

 

【その他の注記】 

該当事項はありません。 

 

 
 


